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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第２四半期
累計期間

第63期
第２四半期
累計期間

第62期
第２四半期
会計期間

第63期
第２四半期
会計期間

第62期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 6,297,6867,817,5463,458,8583,806,97013,818,624

経常利益（千円） 270,292 233,169 163,416 97,212 621,927

四半期（当期）純利益（千円） 175,574 151,292 108,917 64,762 405,653

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 687,749 687,749687,749

発行済株式総数（株） － － 1,704,2671,704,2671,704,267

純資産額（千円） － － 3,098,5283,354,2743,310,964

総資産額（千円） － － 8,849,2798,777,4248,855,360

１株当たり純資産額（円） － － 1,818.221,968.371,942.87

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
103.03 88.78 63.91 38.00 238.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 10.00 10.00 10.00 10.00 72.00

自己資本比率（％） － － 35.0 38.2 37.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
436,972 311,064 － － 712,744

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△338,272△167,358 － － △462,046

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△9,252 △191,160 － － △537,430

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 618,845 195,212242,665

従業員数（人） － － 213 208 210

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 208 （39）

　（注）従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の

        平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

電子機能材事業（千円） 1,252,675 －

電気機能線材事業（千円） 2,453,748 －

合計（千円） 3,706,423 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注状況

　当第２四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（千円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同四半期比
（％）

電子機能材事業 1,228,624 － 210,343 －

電気機能線材事業 2,564,549 － 665,532 －

合計 3,793,173 － 875,876 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

　当第２四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

電子機能材事業（千円） 1,252,675 －

電気機能線材事業（千円） 2,554,295 －

合計（千円） 3,806,970 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。  

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績

　　当第２四半期会計期間においては、中国をはじめとする新興国の成長を牽引役とした世界経済の回復も減速し、

　国内においては景気刺激策効果の息切れや依然として弱い個人消費、雇用不安、円高やデフレなど先行き不透明な

　状況となっています。 

　電子機能材事業においては、売上高は確保したものの急激な円高を背景とした客先の最終需要の伸び悩みや、それ

による生産調整、顧客間の競争激化、コストダウン要請による単価の下落や利益率の悪化などから利益面では当初

の計画に届きませんでした。また、期待していた新規量産案件の早期での立ち上がりも、下期以降となる見通しで

す。さらに、将来の事業拡大に貢献すべく研究開発への注力を継続しており、開発費の負担も増加しました。

　一方、電気機能線材事業においては、銅価が再び上昇傾向に転じるなか売上高は増加しましたが、当社の主要マー

ケットである建設関連の不振、国内需要の低迷により数量面では回復のきっかけをつかむことが出来ませんでし

た。また、一部製品の納入が下期へ延期となったことから、当初の計画を下回ることとなりました。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の業績は売上高3,806,970千円（前年同期比10.1％増）、営業利益83,372千円

（前年同期比43.7％減）、経常利益97,212千円（前年同期比40.5％減）、当期純利益64,762千円（前年同期比

40.5％減）となりました。

　

　　　　　　　　　　　　　　　単位（千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　単位（千円）

セグメント別

売上高

平成23年３月期

第２四半期会計期間
　

 

セグメント別

経常利益

平成23年３月期

第２四半期会計期間
売上高 構成比

電子機能材事業 1,252,675　 32.9％

　

電子機能材事業 105,634

電気機能線材事業 2,554,29567.1％ 電気機能線材事業 △8,421

合計 3,806,970100.0％ 合計 97,212

(2）財政状態の分析

　総資産は8,777,424千円となり、前期末に比べ77,935千円減少しました。これは、主に現金及び預金が47,453千円、

有形固定資産が58,200千円減少したことによるものです。負債合計は5,423,150千円となり、前期末に比べ121,245

千円減少しました。これは、主に未払法人税等の減少133,111千円によるものです。

　株主資本は3,357,466千円となり、前期末に比べ45,482千円増加しました。これは前期の期末配当と当第２四半期

累計の利益を反映したものです。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第１四半期会計期間末から516千円増加し、195,212千円

となりました。　

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動によるキャッシュ・フローは、239,714千円の収入（前年同四半期152,157千円の支出）となりました。

これは、主に税引前四半期純利益94,367千円、減価償却費127,902千円の収入によるものです。

　なお、当第２四半期累計期間では、311,064千円の収入となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動に使用された支出は28,586千円（前年同四半期323,825千円の支出）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出29,151千円によるものです。

　なお、当第２四半期累計期間では、167,358千円の支出となっております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、210,611千円の支出（前年同四半期230,168千円の支出）となりました。こ

れは、主に約定返済等の支出によるものです。

　なお、当第２四半期累計期間では、第１四半期に土地購入資金として長期借入金110,000千円を調達したこと及び

配当金として105,670千円を支払ったことにより191,160千円の支出となっております。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配するものの在り方に関しては重要な事項と認識しており、継続的に

検討をしております。しかしながら、親会社の議決権の所有割合が50％を超えている現状に鑑みて、現時点での買収

防衛策の導入はしておりません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、99,746千円であります。

　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見直し

　当第２四半期会計期間において、当社の経営戦略に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設のうち富山事業所（電

子機能材事業）の生産設備として190,000千円を計画しておりましたが、平成22年９月末時点で29,024千円の既支

出額となっております。残りの計画につきましては第３四半期以降、業界動向等を勘案し進めてまいります。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,345,068

計 5,345,068

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,704,267 1,704,267

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ　

（スタンダード）

単元株式数

100株　

　

計
1,704,267 1,704,267 － －

（注）　第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ヘラクレスであります。

なお、大阪証券取引所ヘラクレスは、平成22年10月12日付で新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されて

おり、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 1,704,267 － 687,749 － 826,871
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番３号 940,567 55.2

 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 127,800 7.5

 小原　登 奈良県生駒郡三郷町 46,933 2.8

 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 38,500 2.3

 ＦＣＭ従業員持株会 大阪市東成区神路３丁目８番36号 37,367 2.1

 小原　直人 大阪府大東市 27,200 1.6

 小原　三佳 兵庫県宝塚市 27,200 1.6

 三浦　茂紀 大阪市鶴見区 22,933 1.3

 小原　徹昭 奈良県生駒郡斑鳩町 21,100 1.2

 川森　晋治　 奈良県生駒市　 20,100 1.2

計 － 1,309,700 76.8

　（注）　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　  127,800株

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　 38,500株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　 100　 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式1,703,300 17,033 同上

単元未満株式 普通株式　　　867　 － －

発行済株式総数       　1,704,267 － －

総株主の議決権 － 17,033 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＦＣＭ株式会社
大阪市東成区神路三丁目

８番36号
100 － 100 0.01

計 － 100 － 100 0.01

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 2,310 2,324 2,280 2,300 2,297 2,220

最低（円） 2,065 2,100 2,135 2,130 2,140 2,100

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 195,212 242,665

受取手形及び売掛金 3,947,468 3,951,958

仕掛品 183,365 187,973

原材料及び貯蔵品 249,282 241,404

繰延税金資産 23,005 35,059

その他 54,686 32,712

貸倒引当金 △8,754 △1,764

流動資産合計 4,644,265 4,690,008

固定資産

有形固定資産

建物（純額） *
 859,669

*
 890,525

機械及び装置（純額） *
 996,047

*
 1,149,113

土地 1,791,233 1,678,923

建設仮勘定 56,289 29,211

その他（純額） *
 170,922

*
 184,588

有形固定資産合計 3,874,161 3,932,362

無形固定資産 40,810 44,529

投資その他の資産

投資有価証券 18,344 21,340

繰延税金資産 168,365 152,414

その他 52,581 14,810

貸倒引当金 △21,105 △105

投資その他の資産合計 218,186 188,459

固定資産合計 4,133,159 4,165,351

資産合計 8,777,424 8,855,360
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,083,566 2,038,499

短期借入金 150,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 269,960 248,000

未払法人税等 86,176 219,288

その他 299,626 271,060

流動負債合計 2,889,329 2,976,847

固定負債

長期借入金 2,135,890 2,181,000

長期未払金 20,290 24,348

退職給付引当金 250,737 232,621

役員退職慰労引当金 91,675 86,220

その他 35,227 43,357

固定負債合計 2,533,821 2,567,547

負債合計 5,423,150 5,544,395

純資産の部

株主資本

資本金 687,749 687,749

資本剰余金 826,871 826,871

利益剰余金 1,843,367 1,797,733

自己株式 △521 △369

株主資本合計 3,357,466 3,311,984

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,192 △1,020

評価・換算差額等合計 △3,192 △1,020

純資産合計 3,354,274 3,310,964

負債純資産合計 8,777,424 8,855,360
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 6,297,686 7,817,546

売上原価 5,451,107 6,945,737

売上総利益 846,579 871,809

販売費及び一般管理費 *
 615,642

*
 679,263

営業利益 230,936 192,545

営業外収益

受取利息 305 15

受取配当金 517 574

助成金収入 52,259 49,701

スクラップ売却益 1,564 994

その他 4,091 1,288

営業外収益合計 58,738 52,574

営業外費用

支払利息 18,415 11,511

その他 967 439

営業外費用合計 19,382 11,950

経常利益 270,292 233,169

特別利益

固定資産売却益 － 730

特別利益合計 － 730

特別損失

固定資産除却損 0 4,100

特別損失合計 0 4,100

税引前四半期純利益 270,292 229,799

法人税、住民税及び事業税 107,146 80,957

法人税等調整額 △12,427 △2,449

法人税等合計 94,718 78,507

四半期純利益 175,574 151,292
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 3,458,858 3,806,970

売上原価 2,994,262 3,366,442

売上総利益 464,595 440,528

販売費及び一般管理費 *
 316,603

*
 357,155

営業利益 147,992 83,372

営業外収益

受取利息 237 6

受取配当金 1 32

助成金収入 23,441 18,608

スクラップ売却益 1,249 362

その他 479 795

営業外収益合計 25,409 19,805

営業外費用

支払利息 9,287 5,696

その他 698 268

営業外費用合計 9,985 5,965

経常利益 163,416 97,212

特別利益

固定資産売却益 － 730

特別利益合計 － 730

特別損失

固定資産除却損 0 3,576

特別損失合計 0 3,576

税引前四半期純利益 163,416 94,367

法人税、住民税及び事業税 79,821 50,174

法人税等調整額 △25,322 △20,569

法人税等合計 54,498 29,604

四半期純利益 108,917 64,762
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 270,292 229,799

減価償却費 232,407 256,973

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △42,717 5,455

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,459 18,115

貸倒引当金の増減額（△は減少） 201 27,990

受取利息及び受取配当金 △823 △590

支払利息 18,415 11,511

有形固定資産売却損益（△は益） － △730

固定資産除却損 0 4,100

売上債権の増減額（△は増加） △951,785 4,490

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,454 △5,198

仕入債務の増減額（△は減少） 930,534 45,067

その他 △53,150 △65,140

小計 390,379 531,843

利息及び配当金の受取額 692 590

利息の支払額 △18,130 △11,361

法人税等の支払額 △66 △210,007

法人税等の還付額 64,098 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 436,972 311,064

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △601 △624

有形固定資産の取得による支出 △337,467 △167,942

有形固定資産の売却による収入 － 787

その他 △203 420

投資活動によるキャッシュ・フロー △338,272 △167,358

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50,000

長期借入れによる収入 240,000 110,000

長期借入金の返済による支出 △162,000 △133,150

長期未払金の返済による支出 △4,058 △4,058

社債の償還による支出 △75,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,129 △8,129

自己株式の取得による支出 － △151

配当金の支払額 △65 △105,670

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,252 △191,160

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 89,447 △47,453

現金及び現金同等物の期首残高 529,397 242,665

現金及び現金同等物の四半期末残高 *
 618,845

*
 195,212
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　当第２四半期累計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　

１．会計処理基準に関す

る事項の変更

(１)資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、利益に与える影響はありません。　

　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,339,042千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,099,263千円であ

ります。

　

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与 158,281千円

研究開発費     162,701千円

運賃      79,781千円

役員報酬      58,372千円

退職給付費用      13,088千円

役員退職慰労引当金繰入額      5,755千円

　      

従業員給与 163,927千円

研究開発費     199,103千円

運賃      85,384千円

役員報酬      47,767千円

退職給付費用      14,392千円

役員退職慰労引当金繰入額      5,455千円

貸倒引当金繰入額      27,990千円

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与   81,993千円

研究開発費   93,016千円

運賃  42,014千円

役員報酬     21,096千円

退職給付費用 6,718千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,577千円

　 　

従業員給与   81,224千円

研究開発費   99,746千円

運賃  43,484千円

役員報酬     26,751千円

退職給付費用 6,460千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,877千円

貸倒引当金繰入額 27,914千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

　現金及び預金勘定     618,845千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

　現金及び現金同等物     618,845千円

　

　現金及び預金勘定     195,212千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

　現金及び現金同等物     195,212千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　1,704,267株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　178株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月22日

定時株主総会
普通株式 105,657 62.00平成22年３月31日平成22年６月23日利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年10月26日

取締役会
普通株式 17,040 10.00 平成22年９月30日平成22年12月１日利益剰余金　

（金融商品関係）

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業の内容や製品別のセグメントから構成されており、下記の２つを報告セグメントとしておりま

す。

　セグメント 　主たる事業の内容

　電子機能材事業 　電子機器や電子部品に使用されている材料・部品の表面処理（加工）

　電気機能線材事業   電線、配線用ケーブル、通信用ケーブルなどの伸線加工

　

２.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　

　
電子機能材事業 電気機能線材事業 合計

（千円） （千円） （千円）

売上高 　 　 　 　

（1）外部顧客への売上高 2,475,432 5,342,114 7,817,546

（2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ －　 －

　 　計 2,475,432 5,342,114 7,817,546

　 セグメント利益又は損失（△） 235,796 △2,626 233,169

　

当第２四半期会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　
電子機能材事業 電気機能線材事業 合計

（千円） （千円） （千円）

売上高 　 　 　 　

（1）外部顧客への売上高 1,252,675 2,554,295 3,806,970

（2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ －　 －

　 　計 1,252,675 2,554,295 3,806,970

　 セグメント利益又は損失（△） 105,634 △8,421 97,212

（注）１.セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。

２.セグメント利益には適当な配賦基準によって各報告セグメントに配賦された全社費用を含んでおりま

す。なお、財務収益費用についても全社的に管理されておりますが、金額的影響が軽微であるため各報告

セグメントに配賦しております。

　

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,968.37円 １株当たり純資産額 1,942.87円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 103.03円 １株当たり四半期純利益金額 88.78円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 175,574 151,292

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 175,574 151,292

期中平均株式数（株） 1,704,159 1,704,119

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 63.91円 １株当たり四半期純利益金額 38.00円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 108,917 64,762

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 108,917 64,762

期中平均株式数（株） 1,704,159 1,704,089

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成22年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………17,040千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月１日

　（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月６日

ＦＣＭ株式会社

取締役会　御中    

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　雅芳　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　睦裕　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＣＭ株式会社

の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第６２期事業年度の第２四半期会計期間（平成２１年７月１日か

ら平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＣＭ株式会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

ＦＣＭ株式会社(E02115)

四半期報告書

23/24



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月５日

ＦＣＭ株式会社

取締役会　御中    

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　雅芳　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢　　　㊞

 　  　 　　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＣＭ株式会社

の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第６３期事業年度の第２四半期会計期間（平成２２年７月１日か

ら平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＣＭ株式会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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